ペルー経済（２０１４年１２月）
１　総論

最新のペルーの月例主要経済指標は，経済成長率２．３７％（１０月：前年同月比），リマ首都圏のインフレ率３．１６％（１１月までの一年間），対米ドル為替相場２．９２６（１１月平均値），リマ首都圏の完全失業率５．９％（１０月），財政収支６８２万ソルの赤字（１０月），貿易収支３１６百万米ドルの赤字（９月）となった。
２　各論

（１）主要経済指標

　ペルー中央準備銀行及びペルー統計情報院によれば，ペルーの主要経済指標は次のとおり。

ア　経済成長率

最新の経済成長率（ＧＤＰ成長率）は，１０月の２．３７％（前年同月比）であった（１１月分は未公表）。また，本年１月から１０月までの経済成長率は２．７５％（前年同期比）であった。
[image: image1.emf]GDP成長率（前年同月比）推移
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年間 年間 年間 年間 年間 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 ８月 ９月 10月

1.0% 8.5% 6.5% 6.0% 5.8% 6.59%7.97%7.00%4.35%5.56%5.47%2.49%2.34%0.34%1.28%1.30%2.68%2.37%
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建設 -3.18%行政、国防等 3.67%

商業 4.15%その他 4.85%

分野別GDP成長率（2014年10月，前年同月比）


イ　インフレ率

　１１月のリマ首都圏のインフレ率（消費者物価指数（前月比））は，－０．１５％となり，最近１２か月（客年１２月～本年１１月）の上昇率は，３．１６％となった。
　　[image: image3.emf]リマ首都圏インフレ率（前月比）の推移

13年/12月14年/1月

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

0.17% 0.32% 0.60% 0.52% 0.39% 0.23% 0.16% 0.43% -0.09% 0.16% 0.38% -0.15%


ウ　為替相場

１１月の対米ドル為替相場の平均は２．９２６ソルであった。
[image: image4.emf]為替の推移(ソル／ドル）(平均）

2011年 2012年 2013年

13年/12月14年/1月

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

2.754 2.638 2.702 2.786 2.809 2.813 2.807 2.794 2.787 2.795 2.786 2.815 2.865 2.907 2.926


エ　失業率

　１０月のリマ首都圏の完全失業率は５．９％であった（１１月分は未公表）。
[image: image5.emf]リマ首都圏失業率推移

13年/1１月

12月 14年/1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

5.2% 6.5% 7.4% 7.0% 6.4% 5.5% 5.6% 5.9% 5.6% 6.1% 5.1% 5.9%


オ　財政収支

　１０月の中央政府の財政収支は，歳入が対前年同月比で０．９％増となった。歳出は，対前年同月比で８．５％増となった。全体では，プライマリーバランスは，５５百万ソルの赤字となった。債務の利払いを含めると，６８２百万ソルの赤字となった（１１月分は未公表）。
　[image: image6.emf]財政収支

（百万ソル）

2010年間 2011年間 2012年間 2013年間 2014年8月 9月 10月 前年同月比 前年同期比 

※

歳入 74,712 88,135 97,287 103,282 8,901 8,727 8,499 0.9% 6.4%

歳出 70,639 78,878 85,759 96,312 8,084 7,762 8,580 8.5% 11.4%

資本的収入 747 290 344 772 67 28 26 -39.9% -44.4%

ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰﾊﾞﾗﾝｽ 4,766 5,219 11,872 7,742 884 993 -55 - -

債務利払い 4,820 9,547 5,233 5,729 1,162 368 627 127.5% -0.8%

総収支 53 4,329 6,639 2,013 -278 626 -682 - -

※ 2013年1～10月の累計と2014年1～10月期との差異。


　カ　貿易収支

　１０月の輸出額は，伝統産品（鉱物資源，魚粉，コーヒー等）が対前年同月比１３．９％減，非伝統産品（アスパラガスなどの近代的農業産品，繊維製品，工業製品等）が２．５％増となり，全体では３，２４９百万米ドル（対前年同月比９．６％減）となった。主要輸出品目は銅，金，原油であった。
輸入額は，対前年同月比で消費財が６．４％減，中間財は変動なし（４．２％減），資本財が６．７％減となり，全体で３，５６５百万米ドル（対前年同月比５．７％減）となった。この結果，貿易収支は，３１６百万米ドルの赤字となった。主要輸入品目は携帯電話，自動車，燃料類であった。（１１月分は未公表）
[image: image7.emf]貿易収支

（百万ドル）

2010年間 2011年間 2012年間 2013年間 2014年8月 9月 10月 前年同月比

前年同期比 ※

輸出

35,565 46,268 46,228 41,826 3,499 3,231 3,249 -9.6% -9.4%

　伝統産品

27,669 35,837 34,707 30,659 2,507 2,282 2,258 -13.9% -14.8%

　非伝統産品

7,641 10,130 11,176 10,929 977 936 981 2.5% 6.9%

　その他

254 301 345 238 15 12 10 -30.7% -27.3%

輸入

28,815 36,967 41,113 42,191 3,592 3,376 3,565 -5.7% -3.4%

　消費財

5,489 6,692 8,247 8,828 758 767 822 -6.4% -0.5%

　中間財

14,023 18,255 19,256 19,503 1,743 1,562 1,652 -4.2% -3.0%

　資本財

9,074 11,665 13,356 13,649 1,067 1,036 1,082 -6.7% -5.7%

　その他

229 355 253 211 24 11 9 -42.6% -10.7%

貿易収支

6,750 9,302 5,115 -365 -93 -145 -316 - -

※ 2013年1～10月の累計と2014年1～10月期との差異。


キ　外貨準備高

１１月末の外貨準備高は，６３，２５０百万米ドルとなった。
[image: image8.emf]外貨準備高 （百万ドル）

2010年末 2011年末 3012年末2013年/3月 6月 9月 12月 2014年/3月 6月 9月 10月 11月

44,105 48,816 63,991 67,918 66,683 66,729 65,663 64,954 64,581 64,453 63,530 63,250


ク　対外累積債務

２０１４年第３四半期末の対外債務累計総額は，６３，４６５百万米ドルであった。 
[image: image9.emf]対外債務累積

（百万ドル）

 

2009年末 2010年末 2011年末 2012年末 2013年9月2013年12月2014年3月2014年6月2014年9月 前年同月比

対外債務累積額 35,157 43,674 47,977 59,376 61,295 60,823 60,842 61,649 63,465 3.5%

 　中長期債務

30,431 37,359 41,652 50,435 54,463 54,373 54,763 55,320 56,309 3.4%

 　　民間債務

10,314 14,424 17,420 23,982 29,647 30,341 31,458 31,278 32,505 9.6%

　　 公的債務

20,117 22,934 24,232 26,452 24,816 24,032 23,305 24,042 23,803 -4.1%

 　短期債務 

4,726 6,315 6,325 8,941 6,833 6,450 6,079 6,330 7,156 4.7%


　　　　（注）上記表中の数値は今後修正される可能性あり。

（２）最近の主な出来事
・リマ首都圏都市鉄道（メトロ）２号線着工

リマ首都圏都市鉄道（メトロ）２号線の建設工事が開始された。投資総額は５６億５８００万ドル。リマのアテ・カヤオ間３５キロを４５分で結び，沿線人口は約２４０万人。３５駅が設置され，１日６０万人の利用が見込まれる。２０１６年８月に一部区間で先行開業し，２０２０年までに全面開業する予定
（１２月３０日）。
・農産品輸出の増大

農産品生産者組合（ＡＧＡＰ）は，２０１５年の果物・野菜の輸出が前年比３０％増の２１億ドルに達すると予測。特にぶどうやアボカドへの需要が多い。伝統的な輸出先である欧州，米国に加え，メキシコや，日本，韓国，中国などアジア地域の新興市場への輸出増加も期待される。また，オルモス計画や，チャビモチク計画など大規模灌漑計画の進展により，輸出作物栽培のための農地が今後２９万ヘクタール増える見込み（１月５日）。
・新車自動車販売の減少

ペルー自動車協会（ＡＡＰ）によると，２０１４年の新車自動車販売は前年（１９万２６８０台）比４．８％減の１８万３９１３台だった。特にピックアップ，トラック，トラクターヘッドの販売が落ち込んだ。２０１５年の販売は，世界経済の回復と政府の経済再活性化策などを踏まえ，前年比１２～１３％増加の２０万台以上になると予測している（１月９日）。（了）
